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	＝９日の町長、８日の副町長との「重点交渉事項」について回答の要旨を報告します＝



	　　　　



	


	加藤書記次長が参加した「全国町村職総決起集会」を背景に行われた2月25日の自治労・全国町村評議会と総務省の交渉報告第３弾。

　

【総務省回答】

　男女間の格差の問題については、平等取り扱いの原則を踏まえ、各地方自治体において取り組んで頂きたいと考えている。また、地方公務員給与実態調査において、５年ごとに統計として、男女別の賃金の実態を調査し公表している。

【自治労からは次の点を総務省に質した】
全国各県内では、ラスパイレス指数90以下の自治体が多数あり、80以下の団体も存在する。
	また、給与の独自削減を実施している自治体もある。この状況に関する認識はいかに。

【これに対する総務省からの回答】

厳しい給与カットなどについては、それぞれの自治体の労使において苦渋の決断として実施されたものであると認識している。 

総務省に寄せられる自治体の給与が高いと言う住民からのご意見に対して、総務省としては、自治体の規模が小さいから、給与水準が低くあるべきであるとは答えておらず、仕事の内容に応じて決定すべきものと考えている。一方、手当の内容については、国と地方で同じ公務サービスに従事するというバランスの側面も考慮の上、決定する必要があるという説明を行っているところである。
（次号へつづく）




	
	講師：矢吹欣徳さん（共済本部事業推進部）、長谷陽子さん（共済道支部事務局次長）






全国統一闘争の前進にむけたメッセージ


対自治体全国統一闘争に結集した全国の組合員の皆さま、自治労中央闘争委員会を代表してたたかいの決意を申し上げます。


自治労は、2010春闘において、臨時・非常勤等職員、公共サービス民間労働者を含むすべての公共サービス労働者の処遇改善と賃金の底上げをめざし、①生活向上のための賃金・労働条件改善、②自治体最低賃金および企業内最低賃金の確立、③非正規労働者をはじめとするすべての労働者の雇用確保、④ワーク・ライフ・バランスの実現、⑤地域社会を支える公共サービスの質と公正労働基準の確保の5点を課題として設定し、春闘を１年の賃金・労働条件闘争のスタートとして位置づけ直し、「要求－交渉－妥結」のサイクルの確立を重視して取り組むことを決定してきました。


2010春闘はいよいよヤマ場を迎えます。経済状況が低迷を続けるなか、厳しい取り組みを余儀なくされていますが、私たちの生活と雇用を守り、すべての労働者を対象に処遇改善を求めて取り組むという方針に結集し、自治労も地域労働運動を積極的に担う立場から、その取り組みの先頭に立ち、民間の仲間との連帯を一層強めながら2010春闘の勝利をめざさなければなりません。


また同時に、政府に対して地方分権改革、公共サービス基本法の具体化を求めるとともに、地方段階では、公共サービス基本条例の制定に取り組み、地域社会を支える公共サービスの再構築とそれを支える公共サービス労働者の役割を強く訴え、私たち自身が誇りを持ち、安定的に働ける環境を確保することが重要です。


その目標にむけ、自治労は今春闘において、次の４つの「統一行動指標」を掲げ、３月12日に「全国統一行動」を配置し、自治体交渉に臨みます。


①生活向上のために賃金水準の維持・向上に努めること、②臨時・非常勤等職員の処遇改善に努めること、③ワーク・ライフ・バランスの具体化をはかること、④公共サービス基本法にのっとった施策を推進すること


中央においては、公務員連絡会に結集し、3月23日に総務大臣・人事院総裁交渉を実施し、春季段階における誠意ある回答を引き出します。


私たちを取り巻く情勢は厳しさを増していますが、すべての働くものの連帯で最後までたたかう決意を明らかにし、皆さまへの連帯のメッセージといたします。


ともにたたかいましょう。





2010年3月11日


全日本自治団体労働組合中央闘争委員長　徳永秀昭








１．現行賃金水準を維持・改善すること。賃金を平均10,500円（2.6％）引き上げること。


※「回答書」の内容は報告済みです。


【副町長交渉】職員の生活が厳しくなっている実態を理解している。人事院勧告を尊重し、実施にあたっては協議する。


　　　　　　　◎これに関連し交渉団は、特別職の給与見直しについて組合員から出されている声を伝えました。副町長からは、事務交渉で説明を受けたことに加えより詳しい説明がされ理解を頂きたいとの考えが示されました。


【町長交渉】この間の人事院勧告により、職員の給与が下がっており生活は大変になっていると認識している。職員の使用者としては、個人的には給与を引き上げたいと思うが、津別町の責任者という立場もあり、現在の人事院勧告制度のなかでやってきていることを理解願いたい。引き続き人事院勧告を尊重し、勧告が出されたときに組合と協議する。








津別町職は町長交渉での妥結をもって12日の自治労全国統一行動を回避しましたが、全国では賃金削減や委託合理化提案により全国統一行動を取り組み交渉を継続している単組があります。自治労統一要求書の提出以降、12日の29分ストをヤマ場とした一連の全国統一闘争に対し、自治労中央闘争委員長よりメッセージが寄せられましたので報告します。

















要請３　町村の職場における男女間の賃金や待遇の格差に関する実態を明らかにし、その解消に向けた施策を推進すること。





◆生命保険等「個人相談会」も開催◆


皆さんが加入している民間保険や他の共済保険の内容について保険のプロが相談にのります


希望される方は16日までに書記長の山田にご連絡を（なお１時間の年休をお願いします）








